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棚田では企業による景観維持・再生の取り組みが見られるが，必ずしも農業の自走につながっていると

は言いにくく，そもそも利益を第一とする企業による活動となると，実利のない活動が持続する保証はな

い．そこで本研究では，棚田で行われている企業活動に着目し，農業の持続・企業活動の持続・環境の持

続の3つの観点で検討した．はじめに棚田地域と企業活動との取り組みを概観し、先の3つの観点で持続し

うる事例において地域と企業双方にヒアリング調査を行った．これをもとに3つの持続性を成立させる要

因を考察し，棚田における企業活動の持続可能なあり方に言及した． 
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１．はじめに 
 

(1)研究の背景と目的 

1980年代以降，日本では農家の高齢化や担い手不足な

どにより耕作放棄地が増加している．この問題に対して，

棚田などの農業景観を有する地域においては，オーナー

制度の導入といった景観の維持・再生に対する取り組み

が行われてきた．しかし，こうした取り組みは経済活動

としての農業とは別に行われていることも多く，農業景

観地における農業の自走につながっているとは言いにく

い． 

一方で，CSR活動など近年の環境への意識の高まりか

ら企業が農業との関わりを持つことも増え，棚田でも企

業の活動が見られるようになった．その中で企業による

活動は，棚田などの条件不利地域にも及んでいて，慈善

的に行われているものも少なくない．ただ，企業の活動

は利益を上げることが大前提であることを考えると，こ

うした利益のない活動が持続する保証はない． 

そこで本研究では，棚田での企業活動に着目し，農業

景観地における企業の活動が景観の持続につながりうる

かを後に述べる3つの軸に基づいて検討することで，農

業景観地域と企業活動の持続可能な関係のあり方やそれ

を支える仕組みについて言及する． 

 

(2)研究の位置づけ 

企業と農業の関わりについては，これまで多くの議論

がなされてきた．企業参入の形態について分析したもの
1)や，企業の農業参入が食料自給率の増加や担い手の育

成，耕作放棄地の活用，農業への企業経営の導入などに

影響を与えていることについて言及されたもの2)がある．

また，企業のCSR活動と保全活動の関係については，水

島らが里山保全活動の事例をもとに，企業として活動に

参画する効果やそれを促す要件について考察している3)． 

しかし，いずれの研究においても，企業活動が農業景

観の持続，及びそれを支える農業の持続につながるもの

かどうかについては十分な議論がなされていない．本研

究は今後企業が棚田地域の良い農業の持続につながる活

動に取り組む上での一助となる情報を蓄積するものであ

る． 

 

(3)研究の方法 

本研究では棚田における企業活動を概観し，農業の持

続，企業活動の持続，環境の持続の3つの観点から，棚

田地域と企業に対するヒアリング内容をもとに，企業活

動が景観の持続を定性的に分析した．第2章では棚田地

域における企業の活動を，農業の持続，企業活動の持続

の観点から事例を抽出し，第3章では地域と企業に対し

てヒアリング調査を行い，詳細をまとめた．第4章では

事例について，3つの持続性から評価と考察を行い，今

後の活動に必要な仕組みについて検討した． 
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２．地域と企業の関係による事例抽出 

 

(1)棚田における企業活動の分類 

まずは棚田地域における農業と企業活動との関わり方

を整理した．調査の対象は棚田百選に指定されている地

域134箇所に，棚田ネットワークの保存会一覧に掲載さ

れている地域を加えた計167箇所とし，「企業」「（対

象とした）棚田」「活動」をキーワードにインターネッ

ト上で調査を行った．その結果，企業の活動と地域の組

み合わせとして38地域61企業による計70の活動を確認し

た． 

把握した70の企業活動から，各活動の要素を抽出して

分類すると，図-1のように大きく4つに分けることがで

きた．生産・販売・観光・保全の4つの活動それぞれと

の関わりである．要素ラベルの総数が事例数よりも多く

なっているのは，要素を活動ごとに完全には分けきるこ

とができず，また，1つの活動事例に対しても複数の要

素を持ち合わせているためである． 

生産活動との関わりに分類した事例は，実際に棚田で

農業を行う活動を実施しているものである．自社で生産

を担う，農家の管理する土地で農作業の一部を担う，な

ど作業を負担する程度は様々である．販売活動との関わ

りに分類した事例は，棚田米を取引している事例である．

中には売上の一部を保全団体に寄付しているものも見ら

れた．観光活動との関わりに分類した事例は，農業体験

などのツアー企画だけではなく，棚田をライトアップし

観光資源として活用する事例も含まれている．最後に保

全活動との関わりに分類した事例については，オーナー

制度やボランティアなど，経済的な農業とは別の社会貢

献的な意味合いの強い活動である． 

保全活動との関わりのほうが生産活動との関わりより

もわずかに多くなっていることからも，企業の活動にお

いては，本来生産の場である棚田において，経済的な活

動よりも保全活動が主立っていることが見て取れる． 

 

(2)本研究における3つの持続性 

本研究は棚田地域において，棚田の景観の持続につな

がる企業活動を分析するものである．そこで棚田におけ

る企業活動を分析する上では，農業の持続，企業活動の

持続，環境の持続の3つの軸を据え、これらすべてを満

たすものが棚田の景観を持続させる企業活動と考える．

農業の持続については，棚田の景観がそこで営まれる農

業によって形作られたものであり，棚田における企業活

動についても農業の持続が不可欠だという考えからであ

る．企業活動の持続については、企業活動が棚田の景観

の持続につながるものであったとしても，その活動が持

続しなければ棚田の景観にとってのリスクとなるからで

ある．また，棚田のような良好な景観を育むのは地域の

環境に即した農業であり，環境の持続は棚田の景観にお

いて重要な役割を持つ．以上の理由から，本研究では3

つの持続性をもとに，棚田における企業活動を分析した． 

 

(3)3つの持続性を踏まえた企業活動の分類 

分類をもとに詳細に分析する事例を絞り込む．まず，

農業の持続を考えると，企業活動は経済活動としての農

業を促進するものでなければならない．そこで，①棚田

本来の役割である生産―消費の過程に関わるもの とい

う条件を設定する．また，農業においても，企業活動に

おいても持続のためには収益性を確保せねばならない．

そこで，②活動において双方に利益をもたらす可能性の

あるもの という条件を設定する．  

設定した2つの条件で企業の事例を絞り込むと，図1の

赤枠内の事例に着目することとなった．ただし，棚田米

の加工・販売の事例については，企業と地域が単に取引

相手として関係している事例もあると考えられることか

ら，加工・販売以外にも保全活動などの活動が見られる

もののみを扱うこととした．本研究では量的な研究は行

わないため問題はないと判断した．結果として計16社，

15地域に絞られた． 

 

 

３．ヒアリングによる地域と企業の実態把握 

 

(1)調査方法 

3つの持続性について，より詳細に事例を分析するた

め，2.3で焦点を当てた地域の棚田保全団体（あるいは

農家），及び企業に対してヒアリング調査（2020年11月

〜2021年1月）を行った．実際に話を聞くことが出来た

のは，企業12社，10地域である．調査は電話とZoomを使

用して行ったが，一部メールによる回答となった． 

(a)地域団体（農家）へのヒアリング 

地域の棚田保全団体（あるいは農家）に対しては，農

業の持続と環境の持続の評価をすべく，企業活動の概要

やその効果，難しさなどを確認した．具体的には，企業

活動の受け入れの経緯，企業活動における地域との関係

図，地域の農業に対する企業活動からの収益，農業の担

図-1 棚田地域における企業活動の分類 
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い手，実施している農業の実態などを聞いた． 

(b)企業へのヒアリング 

企業に対しては，企業活動の持続の評価をすべく，収

益性や企業における効果を探った．具体的には企業活動

に踏み切ったきっかけや活動の目的，棚田で活動に取り

組むメリット，生産効率の悪い棚田を選んだ理由，実施

している農法などを聞いた． 

 

(2)棚田での活動における地域と企業の実態把握 

本研究でヒアリングした取り組みの概要ときっかけを

表-1にまとめた．本稿では各事例におけるヒアリング内

容の詳細については割愛するが，棚田地域においてはお

米を販売して得られる収益だけでは，活動として続ける

ことのできない厳しい実情があることや，地域と企業の

活動のきっかけとして，地域からの申し出が半分を占め

ることなどが把握できた．また，オーナー制度を始めと

する棚田での農作業体験は，農作業を代替して負担を軽

減しているようにも思えるが，実情としては農作業体験

に向けた準備や指導が新たに発生するため，一概に農業

従事者の負担が軽減されているとは言えないことも確認

できた． 

 

 

４．3つの持続性による事例の分析 

 

(1)棚田地域における企業活動の持続性評価 

ヒアリングの内容をもとに，棚田地域における企業活

動を評価し，企業と地域のあり方について分析を行った．

評価にあたっては，本稿で定めた農業，企業活動，環境

の3つの持続性に対して，評価項目をそれぞれ設定し，1

つの項目を満たせば1点加算する形で点数化した．農業

の持続に関する評価項目は，6点（お米の収益化／生産

物以外での収益化／販路拡大／農作業の代替／少ない収

量でも行える活動／保全活動への寄与），企業活動の持

続に関する評価項目は，5点（収益化の仕組み／収益化

／新たな活動への発展／棚田の活用／外部からの評価），

環境の持続に関する評価項目は，4点（無農薬／無化学

肥料／地域に合った栽培品種／企業の環境意識）として

評価を行った．評点をプロットした結果は表-1の通りで

ある．ただし，表-1ではグラフの簡素化のため，評点を

10点に揃えている．  

 

(2)持続しやすい企業活動に関する分析 

まずは企業活動の持続に着目して事例を見ていく．棚

田での企業活動の持続性が高いものについては，いずれ

も棚田米をそのまま販売するのではなく，お酒やアイス

表-1 ヒアリングを行った取り組みの概要と評価 
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に加工して販売する，経営するレストランで活動のスト

ーリーとともに提供するなどの工夫が見られた．一方，

企業活動の持続性が中程度や低いものについては，実際

の生産物であるお米をそのまま扱い販売する，あるいは

棚田を観光や教育の場として利用する活動を単体で行う

ものに留まっている．つまり，企業活動の持続において

は，棚田米をただ取り扱うのではなく、棚田の景観や農

作業などの、多面的機能を複合的に活用することが、企

業の商品にも価値を生むと言える．また，棚田を通した

つながりから，酒販売店のオリジナルブランドを作る，

棚田に関わる酒造を題材とした映画を制作するという新

たな取り組みが始まっていた．このことから，棚田を中

心としたネットワークもまた企業に効果を生んでいるこ

とがわかる． 

以上より，棚田が持つ多面的機能や棚田を取り巻くネ

ットワークを活用することが，棚田における企業活動の

持続性の向上につながると考えられる． 

 

(3)持続的な企業活動における農業の持続の分析 

持続的な企業活動において，農業の持続の視点を加え

ると，両軸において高い評価となったのは，Snow Peak

と良品計画の活動であった．いずれも従来より高い価格

で棚田米が取引されていた他，農作業のイベントやツア

ーを企画し，地域に首都圏の参加者を集めており，農家

の所得向上につながっているだけでなく，地域だけでは

アプローチできない客層にも手を伸ばすことができてい

た．この要因として考えられるのは，ともに大企業で資

金的な余裕があり，実験的に複数の事業を手掛けやすい

こと，そして，企業の持つ発信力や信用が販路の拡大に

つながっていることである． 

一方で， 農業の持続の視点で中程度の評価になった

ものにおいても，酒米を高価で取引しており，農業の持

続に貢献していないわけではない．この評価に該当する

ものは規模が小さい地元の酒蔵であり，そもそも横断的

な活動を行うことには難しさがあると考えられる．結果

として一企業の活動の貢献度は、大企業の活動と比べる

と小さくなりやすい． 

ただ，棚田側からすれば，中小企業との活動も複数と

行うことで，農業の持続性を高めることができると考え

られる． 

 

(4)企業活動と農業の持続的な取り組みと環境の持続性 

農業の持続と企業活動の持続が比較的両立のできてい

る取り組みにおいて，環境の持続の評価に目を向けると，

いずれも高いとは言えない結果となっている．各事例を

見ても，全体的に企業としての環境への意識はなく，地

域の意向に任せているケースが多い．また，企業活動と

農業の持続性が全体として高く，地域の農業に対する意

識もあった良品計画や岡崎酒造においても，「有機栽培

は理想的で地域の行う生産方法には賛同するが，企業的

に考えると一概に環境に配慮した栽培が良いとは言えな

い」という認識があった．つまり，環境の意識に対する

効果が収益として現れないために，現状は環境よりも収

量を確保して，収益性を上げることが最善であると考え

られていると推察される． 

こうした中で，棚田での企業活動における環境の持続

性を高めるには，地域としての環境意識の向上も重要だ

が，企業側が棚田の保全と環境に関連があることを理解

した上で，土地が生むものが価値になるような販売活動

を行っていく必要がある．例えば，企業自ら環境への意

識を啓蒙するような活動を行い，消費者が環境を意識す

るよう仕向けることも1つであろう． 

 

 

５．結論 

 

(1)本研究で得られた知見 

企業活動の持続については，棚田米や農作業などの棚

田の持つ要素に価値を付加すること，棚田の多面的機能

を複合的に活用すること，棚田を中心としたネットワー

クが企業に新たな活動を生むことが企業の効果を高める

要因であると確認できた． 

持続しやすい企業活動において農業の持続を考えると，

大企業の手掛ける活動は事業の幅の広さから，棚田の要

素を活用した複数の活動を手掛けやすく，農家の所得向

上に繋がりやすい．一方で中小規模の企業による活動で

も担い手に収益の出る仕組みが構築されているならば，

それらを複数組み合わせることで，農業の持続につなが

ると推察される． 

また環境の持続について見ると，現状は棚田の環境は

担い手に支えられている部分が大きいこと，活動を行う

企業側に棚田の持続と環境の関連への理解はなく，消費

者本位の価値が優先されていることが確認できた． 

図-2 3つの軸に基づく事例の評価 
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(2)今後の課題 

企業と地域の取り組みにおいて環境の持続性を高める

には，環境の意識を持つことが収益につながるような社

会構造が求められるとともに，企業側が棚田の保全と環

境に関連があることを理解した上で，土地が生むものが

価値になるような販売活動を行っていく必要があると示

唆される． 

また本研究はヒアリングによる調査結果をもとに3つ

の持続性の評価を行ったが，企業の事業収支や農産物収

支などの客観的なデータを見ているわけではなく，あく

までもヒアリング対象者の言動に基づき考察を行ってい

るため，個人差があることには留意する必要がある． 
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